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★昭和50事業年度

写真でみる海洋科学技術センタ　　 ーのあゆみ

●わが国初の海中100 －の海底l’達しシートピ ア窶Ｓは応.Jil.f-（駿河:弯）

伊喃信夫アクアノート（10『

●シ ート ピ ア計 画100 、 海中 突験 に成 功 し 、山 本

静 岡県 知 事｛ 左.｝に 実験 協力 に 対 て礼 を述 べ る石

倉 理事 長（ 右 ）（11 月 ）

●薗山科技庁研究調整局長就任 後初のセンターを視察 す

る　支援ブイにて　 左から黒田企画部長、崎田監事、

松田理事、石倉理事長、薗山 局長、木下理事、加藤科

技庁為洋.間発課長、染谷理事 ３月）

● わが国初の高圧実験水槽．本体 の槇み降Ｌ 、'11センター

内|こ設置されr:　本体{冫1500 気圧に剛えられるよｊに

作られ い る　 口 月}

●耐圧ガラ球 を便っy二深ji カメラ

がセンターてー間発された写真.･.

はUi 司湾海底180 －てのー撮影に

成功41 下はカメラ本体（９月）
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第１章　総　　説

１。概　 況

２．組織・定貝

３．事業予算と収支決算

４．土地および建物



1. 概　　　 況

海洋科学技術センタ ーは昭和50 年度で発足５年

目を迎えた。海洋法会議で領海問題や鰹済水城の

設定が検討され、資源・エネルギーの宝庫である

海洋への期待はますます高まっている。これと同

時 に海洋開 発の中核的役割りを果す当セｙターの

重要性も増し、社会のニーズに応えた試験研究な

ど さらに充実した事業を行うことが望まれて いる。

そこで海洋開 発の 前提となる海洋科学技 術の向

上と基礎作りのため、当センターでは 前年度に引

き続いて各種施設の整備を行う一方、試験研究の

本格的実施、強化を図ってきた。とくに５年目を

迎えて、政府、民間、学界が期待する試験研究が

実り、国の委託によるシートピア計画も最終目標

である100 S 海中実験に成功するなど、大きな成

果をあげている。

施設の贅備については、49 年度までに潜水技術

棟、 海洋工学棟、 海洋工学実習棟、海洋工学実験

場。 海中 環境訓練実験棟、 共同 研究研修棟のほか

波動 水槽、訓練プ ールなど が完成、 高圧実験水槽、

超音 波水槽などの建設や整備が続け られた。 また

新しく情 報棟の建 設や 研究用機器の 整備も進めら

れた。

高圧実験水槽は47 年度に建設に着手さ れたもの

だが、深海の状況を陸上に再現して機器の材料試

験や性能試験などに威力を発揮 することになる。

潜水 シミュレ ータや潜水訓練プ ール、波動水槽は

すでに共用に供され、超音波水楠は水中音響機器

の性能試験や較正試験など水中通信技術の研究開

発Sこ大きく寄与するものと期待されてい る。

これらの施設整備とともに試験研究も充実して

おり、組織についても海洋開 発技術部、海洋保全

技術部、潜水技術部、研修部の四 つを柱に七研究

グループの研究が軌道に乗っている。同時 にこれ

らの研究を側面からささえる情報管理窒が技術文

献、情報の収集、整理にも努力し ている。

このように当センターは名実と も海洋科学技術

の センターとしての役割を果しつ つあり、潜水技

術や海洋工学の 試験 研究、研修訓練などを 通して

徐 々に所期の目標逮成のために体制を 強化して い

る。

2， 組 織 ・ 定 員

昭和50 年度の組織および定員 は別表にしめす通

りで、大型供用施設の維持運用に万 全を期するた

めの企画鄰施設課の増員並びに深海用開 発機器お

よび同計測技術の研究開 発の充 実を図 るため 海洋

開 発技術部の増員を行った。

なお、本年度の定員は、役員10 人（内非常勤５

人 ）､職員85 人の合計95人（前年度93人）とな った

剛 役 員

会　 長　 駒井健一郎（非常勤）

理 事長　 石倉　 秀次

理　 事　 木下　一郎

理　 事　 染谷 経治

理　 事　 松田　 源彦

理　 事　 岡 村　健二（非常動）

理　 事　 志岐　 武司（非常動）

理　 事　 船橋　 敬三（非常動）

監　 事　 崎田　　 晃

監 事　 堀　 武男（非常勤）

（2） 嗽　員（幹部）

企画部

部　 長

企画課長

総務課長

経理課畏

施設課長

黒田政次郎

成松　佑輔

村田　継男

小野　正秋

山本　 茂

海洋開発技術部

郎　　 長　　 大和田　毅

第１研究主幹簾｝大和田　毅

第２研究主幹　 堀田　 宏

海洋保全技術部

部　　 長　　 江村 冨男

第１研究主幹　 佐々木　建

第２研究主幹簾｝江村 冨男

潜 水 技 術 部

部　　 長　　 小松 茂暢

第１研究主幹　 村井　 徹

第２研究主幹　 金田　英彦

-11-



第３研究主幹　 中山　英明

研　 修　 部

部　　 長　　 北川和比古

教 務 室 長閖 北川和比古

協力団体違絡宜

室艮（事務取扱） 木下 一郎

情 報 管 埋 宣

竄　　 長　　 小谷　良隆

咄嶷および定貝（昭和５０年度）

定 員
役 員S （5 ）
鼈 員 恥

震桍の基本的連言 針、筝業lt両の覬
､企　 ・　 ｓ　 計１およびｌ 営のa 合・ｌ 、内外の海

謬14

学技術の動向濔龕．広報

･皿　 務　 輿　 繽竃、●糾、登記、贋則、文耆、人ls，厚
生

･輜　 矚　 Ｓ　 予算､泱ｌ. 契的､ 用度

･膽　 岐　 輿　　 篶． 木工 ．電気.檣翁設備工１の設麝?ilぢ?゙ 11 ・ Ｘ ｌtl:; ｌ

[ 第１研究グループ　 探陶嬉合利用枝術1ご関する賦噸研文

第２研叉グループ　　 中作業繊霜、海中構造物、海中通侶等肖霈
１事技術Sこ閾する試験研究

[ 爾１研究グループ　 海洋・ 哺の物跚妁およぴll盂Sl糞蠢のため
の櫚蕁、手法毎に鬨する菰験 穴

第２研究グループ　 海洋環 の．物的および生態 的興麌のだ
めの機
霤
、
斈
法砕Sと闃する試

麗
研究

･籌 １研叉ダ４－プ　s;al;c おけるｌ 注および作業に鬨する試験

･牆２●究ダループ　 ●水槽驤祀間する賦験研究

･13 研究グループ　 黠 驫袰ける人鉢生理、海中医学lc閼 する

･戡　 楞　 寰　 研●赭員の樹立．實晧、輿蠢

鬢問協力団体との・ 絡、寄付兪．出資の暃
集

情 報 管 埋 宦　 海洋町乍技術情報の収集、螫・、加工、扱
供

―12 ―



3｡　事業予算と収支決算

昭和50年度は、試験研究体制の強化、センター　（１）賢本金

の業務の遂行に必要な施設および設備の整備に重　　　昭和50事業年度においては、49事業年度より、

点をおいて事業を推進することとし。下記のとお　　644.842** を増加し、総額2,606,8169 となった

り予算を執行した。　　　　　　　　　　　　　　 増加は、政府出資金279.0001･9および、政府現物

出資365,842S によるものである。

第１表　 出資金の増加状況

区　 分 49 事案年度末 50事業年度末 構成比鬧 儷　　　 考

政 府 出 資 金

政 府 現 物 出賢

民 間 出 資 金

1,083.000

848,974

30.000

1,382,000

1,214,816

30,000

52.3

46.5

1.2

土地 横須賀市夏島町

４０,１５９,５７㎡

潜水シミュレータ Ｉ式

(昭和５０年12 月１０日付)

l,％l,974 2,606,816 1㈲0

13－



昭和50 事業年度の収入・支出決算額は笄２表お よび第３表のとおり である．

第 ２ 表　 昭 和50 事 業　　　　　　　　 年 度 収 入 決 算 額

収 入予 算現 翻 収 入決 定 済 翻 対吸入予算増乙減額 備　　　 考

円
1､608､.998.286

813,968000

279000,000

534､968.000

7?4､596､285

774､596､285

4,276,000

11.000.000

759,320,285

6.134,000

6.134.000

14､300,000

14､300､000

48a､381,000

477,320.､000

437,320.､000

40.000,000

3､061､000

3､061,000

927,000

1､393,000

741､000

円
1,307､.332.379

519.376.383

279,000.000

240､376.383

764,０39.40?

764,039,407

2､669.122

6､050.000

755,320.283

9.616,066

9､616.086

14､300､503

14,300､503

48０.666.､477

477､.320.000

437,320000

40､000.000

3､346.477

3､.346.47?

1.532,､498

1.662､345

151､634

A  301､665､906

△294,591,6】7

0

△294､591.617

△10､556､878

△1 り､556,878

△1､606,878

△4､950,000

△4, ０0口,0QO

3､482.086

3,482.086

503

503

285,477

0

0

0

285,477

285､477

605,498

269､345

△　589､366

2,089.379,2８５ 1.78?,998,856 心301.380.429

科　　　 且 収 入 予 算 碩 絛・ 増 △ 減 額 弾力桑項による増額

〔 出 賢 金 部 門 ）

出 資 金

政 府 出 資 金

民間 出資金及び寄付金

事 業 収 入

事 業 収 入

共 用 施 股 収 入

研 修 収 入

受 託 業 務 収 人

事業外収入

預 金 利 子

繰 越 金

繰 越 金

〔 楠 助 金 部門 ）

補 助 金

国 庫 補 助 金

艮 間 寄 付 金

事業外収入

雑 収 入

住 宅 貸 付 科

保 険 料 収 入

雑 入

円
1.476.428､000

818.968.､000

284,000.000

834.968､000

63?j26､000

637,026,000

4,276,000

11,000.､000

621,750.､000

6､134,000

6,134.000

14､300,000

14､300､000

467､.061,000

464,00(l.000

424､.000.､000

40,000,､000

3.Q61,000

3.061.000

927､000

1,393､000

741,000

円
△5.000､000

△5､000,000

△5､000､000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

13.320,､000

13,320.000

13､320.000

0

0

0

0

0

0

円
137.570､285

0

0

0

137.5?叺285

137,570,285

0

0

137,57０.､285

0

0

0

0

０

O

O

O

O

O

O

O

O

合 計 1,943,489.000 8j2 ０,000 137､.570.285

15･14･



第 ３ 衷　 昭 和50 事 業　　　　　　　　 年 度 支 出 決 算 額

流用増△ 減額 支出予算税額 支出 決定済顛 不 用 額 備 考

円
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

69.000

0

69000

0

0

0

△69､000

0

△69､000

0

0

0

円
1,834､387,413

1､825､680､413

960.466.000

45,134,000

40,699.000

19,413,000

759､.968.413

8､707､000

8､707､000

480､381,000

480,381,000

365,158､000

56､460,000

308,698､000

31,508.000

6,598.000

24､910,000

82.987.000

1,608､000

81､.379,000

728､000

0

0

円
1,356,096,､298

1,347,860,､148

507､461,855

45,133,993

36.583,091

3,987,170

754､694.039

8.236,､150

8､236､150

464,654,343

464,654,343

356,158.000

55,898､944

300,184､151

24,856.､316

3,440,400

21､.415,916

82､986,932

1,607,935

81,378.997

728.000

0

0

円
175､620､297

175,620,297

160,675,617

0

4､115,909

10､475､830

352､941

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

円
302,670.､818

302,199,968

292､328,528

7

0

4,950.000

4,921､433

470,850

470,850

15,?26,657

15,726,657

9､074,905

561,056

8､513､849

6,651,684

3,157､600

3,494,084

68

弱

３

０

０

０

科　　 目 支 出予 算額 修正増△ 減額 予備 費使用額

〔出資金部門〕

開発研究事桑費

研究施設等建設費

施 設 整 備 費

試 験 研 欠 事業 費

研 究 賢

特定 装 置 運営 費

特定装置運営費

研 修 事 業 賢

研 世 夢 業 費

受 託 業 務 費

受 託 業 務 費

一 般管理運宮費

施 設 費

管 理 施 設 費

( 補助金部門〕

一般曹 理廼宮 費

役 職 員 給 与

役 員 給 与

職 員 給 与

共 通 経 費

退 職 金

福 利 費

一 般 管 理 賢

厚 生 費

管 理 費

交 際 費

交 際 費

予 備 費

予 備 昔

予 備 費

円
l､.476,428.000

1,467､721,㈲0

735,725.､000

47､870,000

42､281,000

20,095,000

621,750,000

8.707.､000

8.707､000

467.061､000

448.810.000

332､638,000

54.110,000

278､528,000

29106,00Q

5,175､000

23､931,000

86､210､000

1,608.､000

84,602,000

856､000

18､251､000

18､251,000

円
225,389､128

225,389､128

224,74!､000

0

0

648､128

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

円
△5,000,000

△5,000,000

0

△2､.736,000

△1,582.000

△682,000

0

0

0

13.320.､000

13,320,000

15,849.､000

1,000.､000

14.849､000

753､000

77､000

676､000

△3.154､000

0

△3､154.000

△128､000

0

0

円
137,570,285

137､570,285

0

0

0

0

137､570,285

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

円
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

18.251,000

16､602.000

1､350.000

15,252,､000

1,649,000

1､.346,000

303,000

0

0

0

0

△18.251,000

△18､251､000

17 －16･



4，土地および建物

昭和17 年４月に紳奈jll県技須賀市覆鳥町 の闥1.1

匍の一 部40159,S7 ㎡を国 から現物出資を受 けた。

この撒 圸はIB 両軍航空即跡で，亀 後米軍が便陌し

ていた が。 わか国lこ返還され る1ご匡って，梱須 賀

市 が旧軍雇市臨換計画に基づき追浜工業団 地遠戚

計画を映定Ｌた地域の一 部である。東側の主 要一奮

分も よぴ南側は洵lt 面し，いずれも岸壁が築か れ

て・ り。南側の中央部は釧路とな・ ているため，

海洋科学岐 術の開発実貘および縄謨の建設には絶

好の蚰の卜||を得ているといえる。

この虫 地へのｔ 冫ターめ 建設は。昭和47 年８月

に着 手さ れたか、 施設の建 設に当ってば台固時に

おけ る高潮の侵入を防 止するためと、前面水域が

埋立て計画地となっているため、埋立て 後の排水

を考慮して建物の床面を現地盤より120. 高くす

ることとした。

昭和49 年度末までに完成した施設は、海洋工学

棟、海律工学実習棟、受電所・ユーティリテ ィプ

ラント棟、 海中 環観訓練実験棟、ガスバンク棟、

潜水技術棟、海洋工学実験場、潜水訓練プ ール棟、

廃棄物処理棟および共同研受・研修棟で、 今年度

は高圧実験水槽棟（鉄筋 コンクリート造り 、一 部

映貧造り平家建622 ㎡） か完成し た。

なお、施設建設計両図は別起のとおりである。

18－
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第２章　施設の整備

１。施設・設備の整備

２．機器の整備



1｡ 恥 設 の 整 備 dこ完成の予定である。

彖傭としては2380KVA の容量を有する受 配電

髄偏と廃東物処理奮置，波動水槽裝ｌ か完峽した

のをは 匕め。邑音波木槽装置のうち水槽本体｛鉄

ｌ ゴング･1－ ｝造 り9,つ。xg,0sx9.0 ㎡ の・ 水

搆と｡9.asx6.0axj.5 羈 の 薈儷水槽からな

りて いる）｡お よび伺計瀏竃上ｉ か完成した。

な１ 、 扇圧実験 水槽装ｌ の製作工事11 調整良鴫

|こ入り，又成は間 近かとなりた。

昭和47 年度から本年度までに完成した建家は前

項のとおりであるか、本年度而中環境剛練実垓棟

付属構築初として賢急晩出用スロープが完成 。だ。

さ らに諸政を盈めている施設1こは、情報棟（鉄

筋コンクリート迭り２陪建て延7965 ㎡）お しび

本皿（鉄 筋コンクリート造り平家筵て1987j ）

かおり、情刊楝は51 年６片、また本館は同年７月

51 年卜月の亮成めぎす情報皿（791,5g ）

－23 －



２　機 器 の 盤 備

昭和50 年度に整 傭した主要機器類

機 器 の 名 称 取得年月日 使 用　 目　 的 性　　 能

超音波水楠　　 Ｉ式

ヘリウム音声修正機 １式

ディジタルメモリズ Ｉ式

コープ他

ミニコン周辺装置　 ｌ式

ｘ 繃蛍 光回 折共用装 １式

置

水中音響切離装置　 １式

計測穣器 位置検出 １式

制御装置

50 6

50 10

51.1

51. 3

51.3

51、3

51. 3

水中盲瞥用超音波送受霞器の校

正を行う

ヘリウム環境下でのヘリウム音

声を修正するのに用いる。

超音岐パルスの波形観測記録に

用いる。

海中における初体の運動に関す

る解析、海中における光の散乱

に閥する解析、および各種実験

データの解析等に岡いる。

海洋底賢、海中懸濁体の性質を

解析する

海中に設置した観測掖器の回収

に用いる。

水中背習用送受波器を取り付け

て、所定の位置まで走行、横行

および昇降し、施回軸まわりに

施回させながら計測を行う。

水深９ａおよび1.釦

幗9 仇、内壁に吸音

材貼りつけ予定、水

道水または海水の使

川可能

HELLE  ENGINEER-

tm  inc 製

Ｍ)ＤＥＬ ３３１２

司DE DIVER

PHONE

メモリ4096 語

(12bjt)

磁気ディスク装置記

憧容量５ＭＢカード

リーグ読取速慶300

枚/ 分CPU 増殴 記

憶装置16K 語

蛍光、回折共用型、

蛍光型、ｘ線管出力

2.7KW､80mA. 回

折型、60KV､200mj

回転対除極型

最大水深6,000s

走行、横行、昇降、

施回、プリセットコ

ントロールおよび押

ボタン操作
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第３章　研究業務

１。概　　 況

２．経常研究

３．受託研究



1｡ 概 況

当 センターの研究業 務は５年目を迎えてますま

す充 実したものになり つつある。とくに海洋科学

技術の諸分野の中で共通的に必要であり、早急な

開発 が望 まれる先行的な技術について総 合的 に研

究開 発を実施した。50 年度の研究業務の概要は以

下のとおりである。

Ⅲ 沿岸海峨利用の総合技術に関する研究開発

資源の開発、構造物の建設など沿岸海域の海中

海底で各種作業を行うには、海底の状況を知ると

同時 に、海中通信など情報伝達の手段が重視され

る。このため、海中動力源や海中電渣i甬信。マニ

ピ､lレータや監視装置、海中での無線によ る画像

伝送の 基礎研究が行われた。

マニピュレータは国の 委託研究で、海中 で人間

に代わり精 密作業を行うパイラテラル方式の開 発

を進め、48 年度 に開 発した右腕、49 年度の左腕と

の 協調作業実験 が行 われた。 また、海中電 流通信

画像伝送で も好い成績をあげてい る。

（2） 深海開発の総合技術に関する研究開 発

深海開発に必要な海底調査の方法としては海上

の調査船か ら調査機器を深海に吊りさげて行う方

法と、深海調査船による方法とがあるが。当セ ン

ターでは科学技術庁から6000S 級 深海 調査船の

調査研究を受 託する一 方、耐圧ガ ラス球に観測装

置を入れ深海底を調査する技術、深海底 における

監 視技 術|こついても研究を続 けて いる。放射性廃

棄物の 海洋投棄は52 年度から 開始さ れる予定だ

が、廃 棄物のモニタリング技術の 研究は、 深海Ｔ

Ｖカメラ、 深海カメラの 首振機構の改良を中心 に

進められた。

Ⅲ 環境保全の総合技術に関する研究闘 発

海洋開 発で問題となる海洋汚染をなくすため、

当センターでは49 年度に梅洋保全技術部を設け、

海洋環境の保全に関 する試験研 究を充実した。海

洋環境の保全にはまず環境の変 化を的確につかむ

必要がある。 このため 、溶存酸素を中心とした海

洋汚染の自動監視警報システ ムや曳航式 海洋観測

27･

システ ムの開発を行う一 方。 思潮の蛇行1こ対する

海底地形の 彫響、沿岸域の水理と化学的成分の 季

節変化およびその指標の サンプリング法などの研

究が行われている。

{劇　海中におけ る人間活動の総合技術に関する研

究開発

国 からシートピア計画100S の最終実験を受託

し、静岡県沼津沖で成功裡に実施したほか、海中

で安全に効串的な人間活動を行うために、生理学

上どんな彫響を生じるかを知る潜水作業のエネル

ギ ー代謝の研究、心理学的影響などの研究も行わ

れた。

また、海中で安全、能率的に作業 するために必

要な基準を作成したり、潜水呼吸器、潜水器具な

どの 研究。検討を 行い。その改良と作業 方法の改

善などＲ:役立てている。

2. 経 常 研 究

上 記した諸研究開発のうち、経常研究費によっ

て実 施した研究開発の概要は次のとおりであ る。

に） 海中動力源 に関 する研究

（2） 海中電流通信の研究

（3） 耐圧ガラス球を 用いた深海調 査技術に関す

る研究

｛引 海中での無線による画像伝送の基礎的研究

（5） 黒潮の蛇行に対 する海底地形の影響の研究

（6） 沿岸域における物理的、化学的成分の季節

的変 化と生物指標の サンプリング方法

(7) DO を中心とした海洋汚染の自動監視警報

システムの研究

（8） ダイビングマニ ュア ル作成のための調査研

究

（9） 潜水呼吸器および潜水器具に関 す る研究

a（） 潜水作業のエネルギー代謝sこ関す る研究

al） 海中 における生理・心理学的影響に関する

研究

川　 海中動 力源に関 する研究

昨年度から消波を 兼ねた大型波力発電装置の開

発を目的と して、模 型を使って水槽実験を行い、

基礎的 データを 収集 し始めた。



今年度は模型を長さ８ｍ、幅1.8m､ 高さ0.4  m

と大型化し、また、断 面は前年度の四角から水の

流れと波による抵抗を減らすために、モンスター

ブイと同様な台形とし、実験を行った。

前年度の実験結果と比鮫すると、①50 年度型は

49年度型に較べて抵抗面積が、約1.5 倍 に もかか

わらず、流 れによる流体抵抗はほぼ等しく、②波

による係留力も50 年度型の方が約20 ％少なく、断

面を台形と する効果が明らかとなった。さ らに、

③ 波力 から空気力への利用効率も、49 年度型に較

べて1.8 ～2.0 倍 に向上した。 ただし。④ 消波効

果は49 年度型に較べて低下したが、こ れは 浮体形

状およびその位 置によって後 面に２次 波が出るこ

とによると 思われる。

そこで、50 年度型の改良として断 面を四 角にし

浮力室と空気室を交 互に並ぺ直線状に配列したと

ころ、49 年度型に較べて 長い波長まで 空気出力が

得られ、また、 十分な消波効果も得られた。

（2） 海中電流通信の研究

前年度までに実施してきた水槽ならびに洩海で

の海上実験による基礎的研究の積み重ねと、実験

装置の改良 をもとに。今年度は垂直方向の諸特性

を明らかSこすることを主眼とし実験装置の一部を

改造した。この装置によって、深さ7.5 ｓ 、長さ

９ｓ、幅 ９ａの超音波実験水槽において、水平方

向と垂直方向の距離による減衰特性についての実

験を行った結果、両者とも信号は距離の３乗に逆

比例して減衰し、差がないことがわかった。つま

り、 境界条件 が同一であれば、水平方向と垂直方

向の 減衰は同 じであるといえる。

その後、水深約100 ｓでの垂直方向の 通信実験

を行い、49 年度に行った浅海域（水深２～６ｍ）

での 水平 方向の実験の 結果と比較してみると、距

離に対する減衰の 傾斜は等しいが、受 信電圧の絶

対値は浅海域において極めて大きいことがわかっ

た。信号の減衰が距離の３乗に逆比例することか

ら。海中の電 流による電界は双極子電 界と考えら

れるので、無限境界のもとでの双極子電界を仮定

して計算してみ ると、水深100  TO海城での実験結

果と良く一致した。このことと、前述の水槽実験

の結果から、浅海城での結果と100 ｓ 海域での結

果の違いは 境界条件の違いによるものと考えられ

－28･

また、海中の電流は定常的であり、それによる電

界は双極子電界と考えて良いことがわかった。双

極子電界であることから。受信電圧は送信電流に

依存し、送信電力にはよらないことが導かれるが

この点についても水槽実験によって確認した。

以上の結果を基に、低パワーの通信装置につい

て検討したところ、通信距離150a のダイバー用

の場合には６Ｗ、通信距離1,000ｓ の潜水船用の

場合には280W となり、このような装置は十分実

用化の可能性があると思われる。

(3) 耐圧ガラス球を用いた深海調査技術に関する

研究

50年４月に前年度製作したガラス球10個のうち

３個について耐圧テストを行った。２個の球につ

いては350 ㎏／ｇ までl【11】、1 個の球については

507 知／ｃ,1まで２回加圧した。507 ㎏／S11まで加

圧したものには、２回目の加圧の後わずかな内面

剥離が認められたが、他の球にはなんらの損傷も

みられなかった。深海カメラについては、駿河湾

で50年５月に水深80～300 ｓ、7 月Sこは水深500

～3,500  mまでの 撮彫を行い、明瞭な海底のカラ

ー写真を得ることができた。

49年度製作したガラス球は、外径36㎝、内径32

c・｡ 肉厚2ca 、重量16㎏、実効浮力９㎏のもので

あったが、今年度は深海ブイ用として外径36c・、

内径33c・、肉厚1.5㎝、重量12.5㎏実効浮力12.5

㎏のガラス球を試作した。

また、ガラス球の浮力を利用したケーブルなし

のブリーフ・一ル式深海カメラシステムの試作を

行い、このシステムが海底において重錘を切り離

して浮上してくるためのマグネシウム切り離し装

置に関する実験を行った。

{4} 海中での無線による画像伝送の基礎的研究

この研究の目的は、伝送帯域の狹い超音波など

によって海中でＴＶ信号を伝送する方法を研究す

ることである。通常、商用ＴＶの標準方式は、伝

送映像信号周波数帯域幅は4.25MHZ であり､その

走査線数は525 本で、１秒間に30枚の画像を送っ

ている。しかし、この方式によって超音波などを

用いて、海中を伝送することは不可能である。そ

れは、一般に超音波振動子の帯域は狹く、また、



海中では周波数が高くなれば なるほど減衰が大き

くなるからである。 したがって、本研究では標準

方式による伝送は対象としないで、SS ｒＶ方式 を

対象することにした。ssrv はSlew  Scan ＴＶの

略で、低速走査テレビと呼ば れるものである。 こ

の 方式 は現在、一 部の短波帯の通信に使用されて

いるが、まだ完全な標準方式は確立されていない

ようであり、一般には伝 送映像信号周波数帯妓、

0.9KHZ 、走査線数120 本である。しかし、伝送

帯域が0.9KHZ と狹いので、一 枚の画像を伝送す

るのに８秒近く かかると いう欠点 があるが、画像

伝送の 基礎研究を行 うには非常に良 い方式であ る。

50年度ではきわめて近距離約５ｓの 伝送を超 音

波（搬送波周波数40KHZ) で行った。 さらsこ、当

セ ンターで 現在研究を進めている電流による伝送

も試みた。

その結果として以 下のことがわかった。

1超 音波、電 流に よる伝送、い ずれの場 合もか

なりり鮮明な映像 が得 られた。（伝送電力は、

１～３ｗ程度）

２躱 画、文字はかなり細かいもの まで判別で き

解像度は100 本程度である。

３超 音波によ る電送の場合は、水槽に吸 音装 置

がないため、送受波間距離を大 きく するとマ ル

チバスによってゴ ーストが現われる。 もちろん

電流によ る伝送は問題がない。

４辱 真、人物などを写した場合、中間明度がは

っきりしない場合もあ るが、顔などの判別は十

分につく。

５唆 調方式が基本的にＦＭのため、 スレ ッショ

ールドレベルを境にして、極端に画質が悪くな

る等のことが わか った。

（5） 黒潮の蛇行に対する海底地形の影響の研究

本研究は海底突出部の存在により、成層した海

流の定常的な構造がどのように変化するかを、数

値計算により予 測することを目的とする。

48年度には海 流の定常状態を直接的に計算する

ことを 試みたが成功せず、49 年度には海流の初期

状態を 与えてその後の現象を遂時的に計算 するコ

ンビ･､一ター・プログラムを作成した。50 年度に

は、49 年度の継続として、海流の定常状態を求め

るのに要する計算量を実用上さしつかえない程度
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にへらすための努力をした。本研究は現在のとこ

ろ 未完である。

{6S　沿岸域における物理的・化学的成分の季節的

変化と生物指標のサンプ リング方法

横 須賀港に観測点を設定し、海の性質を示す諸

量を計測し、その 諸量の相互の関係を考察しなが

ら。 海洋環境の保全にはどのような条件が要求さ

れるかを 研究することを目的として、あわせて計

測方法を 考え た。

田 東京湾　 部における水 構 造の一年間の

季節変 化についてデータを得た。 例えば水温で

は、６～９月初旬に成層が形成さ れ、 ８月下旬

に最大となり、 最高水温となる。 ９月中旬より

この成 層は ゆるみはじめ、下旬には鉛直混合が

おこり、均一 な状態 となって ６月 まで 続く。塩

素 蝨は、５月頃 より降雨量の増水のため上層部

は15 ／以下に下がり、７～９月には　 層にまで

その影響をおよぼす。10 月には湾外水の影響が

卓越して18　 以上に なり、同時に全暦 が均一 化

した。この状態は４月まで続く。

(2) この水塊変化を基本として、溶存酸素量、

プ ランクト ン量、鮹、ニ ッケ ル、亜鉛、鉛等の

重金属の季節変化を考察した。

大凡の傾向として屁の成 脳期にプ ランクトンの

大増殖がみられそのと き表層では溶存酸素は 過飽

和となっているが、底屑では低酸素水が形成され

ている。また、このとき観察されたプ ランクトン

Sこは、珪藻類としてスケレトネマ属、キ ートケロ

ス属。 タラシオシラ属、 ニッチア属があり 、鞭毛

藻類ではエクスピエ ラ属、 ミドリ ムシ類、ブロロ

セ ントラム属であ る。

こ れらのプ ランクト ンは、大増殖がみとめられ

ると きには　／S7ぽ以 上 が観 察された。 また、海

水中の重金属のうち亜鉛について、プ ランクトン

の増減と対応した量の変化がみとめられたが、 サ

ンプリングの方法をあ らため る必要を認めている

(７) ＤＯを中心とし た海洋汚染の自動監視警報シ

ステ ムの研究

昨年行 った自動 監視警報システムの概 念設計を

具体化し、一部を試作した。

以下その内容を示 す。



山 積分単位時間 設定のためにディ ジタルタイ

マーを使用する。

(2) 人力 をディジタル(パ ルス)変換した後に積

分を行う。

(3) 単位時間当たりのディ ジタル禎分量を設定

し実際の入力ディ ジタル積分量と比較するコン

パレーターを使用する。積分はディ ジタ ルI  c

を用いノりレスをカウントするものであり、設定

積分量の 設定および比較はバイナリース イッチ

により行う。

㈲　 単位時間内に入力ディジタル積分量が設定

量に連すると、その時点 でタイマ ーおよび積分

器をセロリセ ットし。再びタイムカウントお よ

び積分動作を 行い、警報が嗚ってい れぱ その 警

報もストップさせる。そのための一連の信号動

作もディ ジタルＩＣ を用いて行う。

使用回路 から見たブロックダイアグラムを図１

に示す。 また図２は試作実験によ る入力電圧と警

報設定量の関係を示し。 両者には相関係数 Ｖ－

0.9999 という高度な相関 があり、この シス テムの

安 定性 が見られた。

（8） ダ イピングマニａアル作成のための調重研究

潜水技術者の作業性向上と安全を図るため、既

存の ダイ ビングマニ ュアル、日本近海におけ る潜

水業務、有客生物などの調査研究を行い、我が国

の潜水環境に即応した ダイビングマニュアルを作

成することを目的として、昭和50 年度は次の調査

研究を行った。

（1） ダイビングマニ ュアルの収集と調査研究

① 昭和50 年度は下記図書を収集し、内容に

ついて調査検討した。

これらMANUAL の内 容調査を 実施した結果

米国の海軍、産業 潜水では混合ガス潜水の占め

る割合が増加し、特にＤⅣING BELL を使用し

た短時間潜水、飽和 潜水の事項が大幅に追加さ

れている。さらに人員の 資質、訓練・教育、機

器の仕様。 オペレーショ ン上の注意事項など、

安全基準が厳しくなり、安全確保に対 する海軍

民間潜水の姿勢がうかがわれた。

② 昭和49年度に購入したTHE PRINCIPLES

OF SAFE DIVING PRACTICE （英国）を

翻訳した。
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この結果、ダイバ ーの資質、潜水関係者の任

務の明確、事故を想定した訓練、機器トラブル

時の処置などが、安全管理上重嬰な項目である

ことが再認識された。

（2） 潜水機器の取扱説明書の作 成

ダイベックスMIXED GAS HELMET GE

Ｍ －1500 、／（イオマリンCCR ― 1000 の潅水器、

さ らにスビロテクェック竃気式 加温服、同じく

16S 水中カメ ラの性能試験、 実用試験を実施し

機器の取り扱い、 豊備に関 する取扱脱明 書を作

成した。

(3) ttff 資料（挑帯用）の作成

潜水現場に不可欠な鑪抔 表、 再圧治療表など

現場で使用する表など を整理し、遇酷な（湿気

海水など〉環境下で携行に便利でしかも長期の

使用に耐える資料を作 成した。

（4） 英和 溜水用語集の作成

潜水関 係の 文献を翻訳する上で用語を統－ す

ることが望ましく、要望も強かったため、重要

な用語273 語を選定し、最 適と 思われる日本語

の用語を 紀載した。

（9） 潜水呼吸器およぴ潜水器具に関する研究

50年度は シートピア叶 画の100 ｓ実験が実施さ

れ、本研究はこの実験に関連して行った。

田 ハードハット型半閉鎖式 潜水呼吸器の研 究

米国の アクアダイン社お よび ダイベックス社

製の ハードハット型半閉鎖式潜水呼吸器につい

て。 ライフサポートの性能評価を行 った。水深

100m での潜水に使用しうるかど うかを判定す

ることが第１の目的で、そのため潅水 シミａレ

ータにおいて10 ㎏／ｃｌＧ加圧下での 送気、およ

ぴ循 環量の確昭テストとＣＯｓ吸収能 力 の テス

トを 行ったほか、100 ． 潜水 シミａ レーシ・ ン

実験で潜水テストを行った。その結 果､水深100

ｓ、 水岨16 °Cの作業 環境で中程度の 潜水労働

を行 う場合、約6（吩 の 楢水作業時間に対して使

用可能であ るこ とを確認した。

（2） 閉式 潜水呼吸 器（碵､de11500 ）の機能に関

する興査研究

閉式スクーパは高価格のため か、安全性に不

安があるため か、 すで に市販さ れているにもか

かわらず実用に供される機会が少ない。

3 】･

代表的な閉式 潜水器のなかから、ＧＥ社製－

Ｍrｙ！1 1500 について安全性と操作性を重点的に

調査した。 綢査は機械的 性能テストと潜水テス

トに分けて行った。 潜水テストは水深３ｓのプ

ール、10 ㎏／cll G加圧下の潜水シミａ レーダー

の ウｘ ツトチャｙバー、 および水深30ｓ までの

浅海で 行った。 その 結果、総 体的 には一応の安

全 性を確紹した が、閉式 スクーパーの 使用限界

に は装備ガス量とガス消費量が最 も大 きく彫響

するので、潜水方法との関係を検討するととも

に、Ｃ０２吸収､ ＣＯ 蓄積等の問題についてさら

に調査研究を行 う必 要を認めた。

（3） 加岨瑕に関 する研究

深海潜水にお いて 体熱損失の防 止は 極めて重

要な事であり。潜水業界にお いて も保 温効 果に

優 れた治水服、あるいは 加温装皿を組 み込んだ

潜水服の開発が行われている。加 湟服には電気

式と浬水式の２種類 があり、 シートピア100 ｓ

実験で電 気式加盍鑿を採用したので、その効果

Ｒ:ついて躙べた。

電気式加温服の便用は我が国では初めてで。

６ 名の ダイバーが延 べ33回使用した。この時の

潜水環境は水深3m ～120 ｓ、水温14.5 ～20.8 °

Ｃであった。この潜水服の使用枯果から電気式

加瀛髪は、深海潜水に伴うダイバ ーの著るしい

体為損失の防止に有効であることを認めた。し

かし、一般的に使用 するには電気的な安全対策

の確立や、電熱コードによる拘束厩の緩和等の

問題点が残っている。

（10 ）灌水作業のエネルギ ー代謝に関する研究

昭和50 年度は、潜水作業の分 析につき水中熔接

を取 上げて実 施するとともに、 水中における呼気

ガスの採集法について検討を行った。

剛 水中溶接作業の分析

水中溶接作業のエネルギー代謝を測定する上

で、どのよ うな基本 動作に分けられるか、また

そ れ等がどのようにつな が・ てい るかを知るた

め に、 本年度は シートピア実験で実施した水中

溶 接作業を16・ フィルムに撮 彫して分析した。

水中溶接作業の概要は次のものである。

溶接姿勢 縦向 き、下向き、

潜水器　　 ＡＣ型ヘルメット



水 深　　 ３ａ

（２） 呼気ガス採取法の検討

49年度実施した方法には囘 題点 が多かったた

め、再検討を行った。スクーパ用ダブルレギュ

レータの排気ホースをはずして、 その 代り に新

しく考案した呼気ガス採取器を取付けて、潜水

訓練プ ー彳レの水深３ｓの ところで 実用試験を行

い成功した。今後は、この方法で 潜水作業 の基

本動作毎に呼気ガスの採取を 行うこととする。

（11）海中における生理・心理学的影 響に関する研

究

本研究では、安全な潜水技術の開 発をはかるこ

とを 目的 とし、生 理学的心 理学的方法により 、潜

水時の ダイバーの変化を追求することとした。な

かで も、潜水による脱 水化 現象は、一 見つかみど

ころのない現象の 如くであ ったが、 潜水利尿ない

し呼吸性水分損失など から、ようやくその突 破口

を見出した悪があ る。 すなわち、潜水利尿として

は、呼吸ガス密度の増加、静水圧 差、 機械呼吸 な

どの因子が血液の胸腔内 紵溜を促進し、循環血■

調節機構の作用で尿量増加を来す機序 が推測され

るに至った。しかし、反面この機序を示 すダイバ

ーにかなり強い個人差の認め られ ることか ら、本

来の利尿機序を知る目的で水負荷試験を試 み、そ

の水負荷量|こよって極めて興味あ る反応を示 すこ

とを確認した。 また、呼吸性水分損失については

は、吸 気として乾燥ガスを、呼気として飽和ガス

を呼吸 することで 、呼吸量が多ければ多い程。潜

水時間が長ければ長い程、失われる水分量は多く

なる。この水分量は。分時 換気量に見合った変化

が推 測され、その 水分損失を防 ぐために加湿ガス

を使 用するこ とを 検討した。

さ らに、高圧利尿、 潜水利尿とと もに浸水利尿

の現 象を確認、浸水前後の 尿量計測および尿化学

分析を行って、潜水に関する生 理学の知 見を加え

た。

3. 受 託 研 究

本年度、科学技術庁から受託した研究開発課題

については、次のようにこれを実施した。

剛 深海モニタリング技術に関 する研 究

（2） バイラテラル方式のマニ ピュレータを 用い

た海中作業 システムの 研究

（3） 深海櫓水調査船に関 する調査研究

Ⅲ 曳航式 海洋観測システムの開 発に関 する試

験研究

｛5｝ 海洋牧場の テクノロジー・アセスメント

（6） 海中作業基地による海中実験研究

川 深海モニタリング技術に関す る研究

昨年度の研究に引続き、今年度は① モニタリン

グシステムの検討。② ウィンチの試作、③海中機

器のテストおよび調整を行った後、④1,000 S 海

域実験を行うことを主眼とし、さらに⑤固 化体落

下の流体力学的検討を行 うこととした。

ウィンチの試作は前年度の 設計を基にして検 討

32･

を加えた上、仕様を決定し、鶴見精気に製作を依

頼した。また、試験体の自由落下速度測定の ため

に48 年度製作した魚群探知機についても、さ らに

大深度までの測定が望 ましいので｡50KHZ の 送

受 岐器を28KHZ に変 え、 記録器 も一部改造し、

測深能力を向上させた。

深海テレビカメ ラ用 ウィンチは、油圧 ユニット

を含めて重量は約301  Iこ達し、これを塔載して実

験を行える傭船 可能な船舶を探すことは極めて困

難であったので、1,000 ・ 海域実験 にはサルベー

ジ等に使用されている作業台船、 および曳船の 組

駿河湾の沼津沖の水深約1,000m の海域で実施



一 応の 成果を得ることができた。 今後さらに“目’

|こ当たる監視装置の 位置および ライトの当て方。

あ るいはマニピ。レータ用の 水中 工具など を系統

的に研 究してゆけば 、より作業能率の良い海中 作

業 システ ムが開発さ れるであろう。

み合わせによって実施すること にし た。 ウィンチ

の製作期間の制限 から海域実験は３月に実施せざ

るを得ず、この時期の日本周辺の海況は良くない

ので、駿河湾と相模湾について過去の海 況等につ

いて調査検討を行い、駿河湾の沼 津沖の水深、 約

1,000m の 海域を選んだ。その後、関 係漁業組合

等の了解を得。３月13 日から海域実験を開 始した

がヽ悪天候や一 部漁民の 了解 がく ずれたこと等Sこ

より、海城 実験を中止せざ るを得なくなり、実験

は51 年度 に繰り越し、 ７月 に行 う予 定である。

（2） バイラテラル方式のマニピュレ ータを用いた

海中作業システ ムの研究

前年度 まで行ってきた各硬海中作業実験の結果

主に手先を用いる比較的軽作業。例えば ハンドル

を回したり、玉掛け作業等を行う場合、肩郎､と近

い関節では、マニ ピ、レータに加わった 負荷々電

の方がマニピュレ ータ自身の重さ（自重）や摩擦

抵抗よりも数段小さいため、オペレ ータにはほと

んど有効的には作用しておらず、 自重や摩擦抵抗

も、あるバイ ラテ ラル比率で操縦装置にフィード

バックさせるため、 かえってオペレ ータにとって

は負担となる場合があることが判明した。 また、

海中の 調査のような場合には、物の堅さを判断 す

る必要があり。視界の悪い場合には対象物を顯ん

だかどうかの判断も必要であ る。 このようなこと

から昭 和50 年度では前年度に引続 き、マニピ.ｘレ

ータによる作業 能力を拡大するため、①昭 和48 年

度 に試作した自由度 ６のマニピュレータ指部の バ

イラテ ラル化、②任意の関節のバイラテラルと ユ

ニ ラテラル操作選択機構、③指部の握力調整機構

④水中溶接 アーク光 から監視装置を保 護する機構

等を追加し、一部改造を行った。

海中作業の実験例としては､ドリル ツール､ イン

パ クト・レ ンチ、カッター、 グラインダ等水中油

圧工具を用いた作業や、水中電気溶接など、比鮫

的実際の海中作業で出現頻度の 高い作業について

水槽内にて作業実験を行い、マｙ・マ シン・シス

テ ムの特性を明らかにするとともに、実際の作業

環境に相当する光環境を水槽内に設定し、マニピ

ュレータを用いた海中作業実験を行った。特に水

中溶接は特別な工具は用いず。 通常ダイバ ーが使

用しているホルダーを用いて作業実験を行ったが

水槽を使っ ての作業実験

（3） 深海潜水調査船に関す る調査研究

本年度 はこの調査研究の第３年度として調査研

究に関するとりまとめ を行うとともに、昨年に引

きつづき船殼および ナビゲー ション装置に関す る

研究を実施した。

研究成果の概要は次のとおりである。

｛1｝ 深海潜水調査船 システ ムに関 する調査研究

のとりまとめ

イ、 潜水調査船のもつ機能を有効にかつ最大

限に発揮させるためには。 その 乗員 の能力が

十分活用され、かつ、長時間にわたって持続

できることが重要である。 その ためには乗員

の搭 乗する耐圧殼には十分な人間工学的 配慮

が必要であるので、本年度 は実物大球殼模型

を製作し、乗員の 姿勢と必 要空間に関する実

験を行った。

口、 システ ムの総 合的検討として、 潜水船の

乗船経験者に対するアンケ ート調査、潜水嚮

査船の運動制御方式と発進揚収方式の関 連の

検討、および深海 潜水調査船システムの基本

計画の検討を実施 し、さらに本調査研究のと

りまとめとして、6,000 S 潜水調査船システ

ムの開発に当たって、技術の現状と今後の研

究課題をとりまとめた。
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（2） 船殼に関する研究（ 耐圧殼用材料の研究）

前年度に実施した超高降伏点鋼の母材の 確性

試験に引き続き、本年度は同 材料の実用寸 法の

板厚の 非抱朿条件下における溶接性試験を実施

し、この面においても本候補材が問題となる欠

陥 を有さないことを確認した。

（3） ナビゲーション装置に関 する研究

（耐圧送受 波器の研究）

前年度に試作し、大気圧下性能試験および高

水圧加圧試験を終了した部分試作送受 波器のう

ち、縦振動型送受 波器について高水圧下（6,000

奥深度相当）における性能試験を実施し、所期

の性能が発揮され ることを確認した。 次にその

結果にもとづ き、必要な指向性を得るために配

列組 み合 わせ が可能な部分試作送受 波器を２個

設計・製作し、大気圧下において指向性を含め

各種の性能試験を行い。所期の性能 が得 られる

ことを確 認した。なお、本年度試作の 送受 波器

および前年度 試作の径振動型送受波 器の 高圧 下

での 性能試験 が未了であるので、こ れを 次年度

以降 に実施する予 定である。

なお前年度と同様、 船殼およびナビゲーショ

ン装置に関する研究については、三菱重 工業株

式会 社および 川崎重工業株式会社に試験の実 施

を依頼した。

（4） 曳 航式 海洋観測システムの開発に関す る試験

研究

本研究は特別研究促進 調整費による「 曳航式 海

洋観測システムの開 発に関する総合研 究」の一 部

として。海中で 迅速な昇降運動を行う曳航 体によ

る高精度の海洋観測システムを開発するこ とを目

的 とする。49 年度に曳航体と制御装置の設計に関

する試験研究をii い、50 年度は曳航体 と制 御装置

を試作して海上実験を行った。

川 海上実験

曳航体に深度および姿勢の検出器を搭載し海

上で 曳航試験を行った。曳航速度の測定には、

実験般備付の電磁ログと電波測位器とを使用し

た。その結果明 らかになったことは下記のとお

りであ る。

（ａ） 曳航体の横傾斜角（ロ ーリ ング）は昇降

舵角とと もに著しく変化し、こ れを望ましい
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相模湾にて曳航実験

範囲内（こ１０°程度）におさえ るには、 か

なり微妙な調整を要すること がわかった。

（b） 索 長100m 、曳航速度４ノットで30 秒問

の 下降 と60秒問の上昇との反復により、水平

波長180771 で深度O ～30ｓ問の周 期的昇降運

動を行 わせることができた。 また、索£*350

a 、曳航速度４ノットで１２Ｑ秒間の下降と240

杪間の上昇との反復により、水平 波長720 ｓ

深度46 ～81ｓ 間の周期的昇降運動を行 わせ る

ことができた。

（C） 索長70ｓ 、曳航体の深度を数ｓ とし曳航

速度を８ノットまで上げたが、運動は安定で

あった。

（d） 曳航体の揚収時に、波および表面流の彫

響により曳航体が海面を浮遊し、実験船に接

触した場合もあった。したがって、停船して

楊収作業を行うとすれば、曳航体は浮力を有

しない方がよい。

｛2｝ 曳航体の運動解析

曳航体および曳航索の最も一般的な３次元運

動Sこつき解折を行うためSこ。 シミュレー シ。ン

プロ グラムを作成した。計算を行うためSこ種々

の 仮定が導人さ れるので、結果は多くの誤差を

ふくむ が。海上実験結果との 比較検討により、

曳航体横傾斜の 修正法および動的 安定性等につ

き有用な知見を得ることができた。



（5） 海洋牧鳩のテクノロジー・アセスメント　　　
‰ ｒ 豎 ご に? 雷 雷 ２

科学技術の開発および適用に際して、技術によ　 インパクトとして、（i湘 連技術の向上、②関連産

る人間・社会・自然に対する影響をあらかじめ多　 業の事業機会の増大、⑧地域社会の利便性の増大

面的・総合的に評価するために。テクノロジー。　が想定できた。一方、重要なマイナスのインパク

アセスメントを行うことは重要と思える。本調査　 卜として、①飼料残渣による海洋汚染の可能性、

研究では、最近の国際漁業情勢の変化による我が　 ②投飼量の増大に伴なうたん白飼料需要者との資

国沿岸漁業の見なおしに際して、有力な漁業生産　 源利用に閧する競合の可能性、③浮消波堤や小割

の手段の一つとして考えられる海洋牧場の技術シ　 網生簀などの海上施設による海上交通への障害、

ステムについて総合的に評価・検討を行った。　　 ④海上施設によって引起こされる事故への不安な

海洋牧場を支える生産技術は、現在の養殖およ　 どが想定できた。今後の技術的な開発課題として

び増殖技術が主体であり、それらの技術が発展し　 ①投飼技術、②水質のコントロール技術、③魚病

たものであろうと思える。そして、我が国の食生　 対策技術などの向上が考えられた。

活（嗜好性）や増養殖に関するデータの蓄積程度　　 増殖型海洋牧場：漁場は対象種の移動により流

から判断して、対象生物種を選定し、最終的にマ　 動的で広範囲に拡がり、天然資源の漁場と重なる

ダイ養殖型海洋牧場、マダイ増殖型海洋牧場、ク　 ことがある。つくる者と、とる者は必ずしも一致

ル７ごピ増殖型海洋牧場についてケース・スタデ　 しない。重要なプラスのインパクトとして関連技

イを行った。　　　　　　　　　　　　　　　　 術の向上および関連産業の事業機会の増大が想定

海洋牧鳩のアセスメント結果は、対象生物種に　 できた。重要なマイナスのインパクトとしては特

よるよりも、生産様式により大別できた。以下そ　 に考えられず、今後の技術的な開発課題として、

の結果を簡単にまとめてみる。　　　　　　　　 ①海洋環境と生物に関する基礎的研究の充実、②

養殖型海洋牧場：比較的狹い海城を占有し、面　 漁獲サイズと魚種等に関して混獲を防止できる技

積当たりの投下資本は大きくなる。構造物は大型　 術、⑧密漁防止技術などが考えられる。
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なお、両生産様式の海洋牧場についても想定海

域の漁獲量を増大させるようであった。経営主体

としては関連漁協の共同組織、または地方自治体

と各漁 協との公社組織（公私混合企業） が考えら

れたが。増殖型海洋牧場は餐殖型海洋牧場に比べ

てより公共的性格が強いと思われ る。

また、海洋牧場がより安く、より大量に、より

良好な品質の生産物を安定的に供給す ると すれば

同種水産物を供給してい る漁案関係者には経済的

なマイナスのインパ クトを与えるおそ れが生じ、

消費者には中・ 高級魚介類の入手 が容易になると

いうプ ラスのイン･パ クトを生ずるであろう。

（6） 海中作菜基地による海中実験研究

海中作業基地による海中実験研 究、 いわゆるシ

ートピア計画は、４人の アクアノートが､水深100

m の海中において１ヶ月間居住して作業し、あ わ

せてアクアノートの生理、心理機 能と作業 能力 に

およぼす影響、 ならびに減圧法と その 安全性につ

いて研究を 行い、飽和潜水技 術と関連機器の開 発

に寄与することを目的として いる。

昭和50 年度実施の100 4 毎中実験は、科学技術

庁研究調整局長の諮問機関で ある ゛潜水作業 シス

テ ムの開発に関 する総合的検討会”の 答申に基づ

き。海中作業基地は使用せず　 減圧室（ＤＤＣ）一

水中 エレベータ（ＰＴＣ）方式 、いわゆるトータル

サチ、レーション港水方式により実施することに

決定された。昭和50 年度はこの方式で100m 海q二

実験を実施するため、49 年度に引き続き実験装ｌ

のオ ーバーホール、改造、アクアノ ート練成訓練

合同訓練を行い、その後。沼津港外一内浦湾にお

いて、100m 海中実験を実施した。こ れにより｡

100 奥飽和潜水技術確立を図 るために必要な潜水

医学、潜水作業の諸資料を得ること がで きた。以

下は その概要であ る。

（1） 実験装置の オーバーホール、 改造

100,y1海中実験に備えて、 支援プイの信 頼性

安全性、操作性を確保するため、 オーバーホー

ルと諸試験検査を実施し。さ らにＰＴＣ 動揺防

止装置、ＰＴＣ 水 中 ガイド装置、 ガスクロ専用

室、ＰＴＣ 給 電 装置、気象用ファクシミリ等の

新改造を加えた。 また、ＤＤＣには予 備ブロワ

ー、ＰＴＣ には加温 装置等の新設も行った。
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12｝ アクアノ ート練成訓練

アクアノート候補者に対し、深海潜水に必要

な知識。技能を習得させるために、第５次慣熟

ll【練として潜水シ ミ、レータでのマスク式 、お

よびハードハット式 潜水器による水深100a 相

当圧までの 混合 ガス短時間潜水訓練、 および実

海城短時問潜水訓練として水深100m までの、

SDC(ADS 一 閇 によるロックアウト、 ロック

イン潜水の訓練、水深60a までの空気潜水訓練

を実施して、混合ガス深海潜水、水中撮彫。･海

底作業技能の向上を図った。

(3) 100 a シミ、レ ーシｓン実験

アクアノート候補者に対し、潜水シミュレー

タによる水深100771 相当圧のもとでの長期間 居

住を体験 させ。あわせてウエットチェンバーで

の潜水作業訓練を 行わせるとともに、高圧混合

ガス環境下におけ る生理的、心理的 適応等に関

する資料を得 るために100m シミュレーシ 。ン

実験を２回実施し、100  771海中 実験 に対する自

信を得た。

また、この時、120a エ クス カーショ ン潜水

を12 回実施し、トータルサチュレーシ。ン潜水

の 利点 とその安全性を立証できた。これと並行

して、 高圧ヘリウ ム環境下での医学的研究、環

境コントロール、水中作業能力、潜水呼吸器、

加 温服等に関する研究も実施されデータを得る

ことができた。

（4） 合同訓練

アクアノートおよび実験隊 要員 に対し、 海中

実験の模擬訓練としてＤＤＣ による 無人・有人

10077tシミュレ ーシ・ ン訓練, PTC によ る 実

海城100m 短時間潜水訓練、および予 備PTC

潜水シミュレータ装置を使っての潜水訓練



と潜水支援用SDC  (ADS-  IV) Iこよるアクア

ノート救難訓練を笑施した。 これsこより、竹制

員の操作、支援嬰員の整備等に関 する慣熟、Ｐ

ＴＣ による混合ガス深海潜水。 およびア クア ノ

ートの救出法等の 練度が向 上し。アクアノート

救雛体制と実験遂行体制の確立が図 られ> 100

yy1海中実験を 安全 に実施で きる自信を深めた。

15｝100 ｓ 海中実験

水深100 ｓ における飽和潜水技術の確 立を図

るために、沼 津雄外、 水深100 ・ の 実験梅域に

おいて、支援ブイの四点係留、海中作業 用諸装

置の海底設置等を実施後、ＤＤＣ 加 圧を10 月24

日（ ０８：００～１４：００）に行い、10 月3旧

（06E00 ）の減圧闘始まで11  ATA に保持し、

減圧は11 月４日（１２：４０） 無事柊 了し た。こ

の問、４人の アクアノートにより、ＰＴＣ によ

る潜水作業として海中作業用諸装置機器の点検

水中作業能力測定、梅中ステージ、ン整備、諸

装麗の揚収準備作業等を行い、この時の櫓水時

間は14 時間27 分であった。これにより、潜水装

置・個人装備品の性能。および信頼性が確保さ

れれば、飽和潜水技術は深海潜水作業に対し安

全で、有効な技術であることを実証できた。ま

た、本実験中、アクアノートの医 学的 研究、環

境コントロー ル、水中作案能力、海中 作業、梅

中 視程。潜水機器に閧 する研究を行い、それぞ

れ貴重なデータを得ることができた。

16） 実験研究

上記の事項に関連して次の８項目の 実験研究

を実施した。

la） 高圧環境下におけるアクアノートの医学

的 研究

（b） 環境コントロールに関 する研究

（c） 水中作業 能力に関 する研究

｛d｝ 水中作業とその安含絛に閧 する研究

｛e｝ 海中 作業 環境に閧 する研究

（ｎ 潜水呼吸 器、ならびに潜水要具に閧 する

研究

（g） 海中 実験に用いる装置に関 する研究

（h） 海中 実験における支援体制 システムに関

する研究

上記の ８項目に対して、 下記の成果を得た

（ａ） 高圧環境下におけ る医学的研究として、
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100m シミａ レーション実験時、および海

中実験時。高圧ヘリ ウム環境が肺・循環機

能、体液におよぼす影響の調査、 パイタル

サイン（血圧、直腸温、皮膚温、呼吸数、

脈搏、脳 波、心41図等）疲労検査。血液、

尿の 分析、体 熟損失等の計測を奥施した結

果、アクアノートの身体的一般 状熊は極め

て良 好であり 、特に顕 著な変化は認められ

なかった。また、 ヘリウム環境下からの 水

中への暴露は為損失の増大を招く事が確認

された。クレペリンテスト、MAS  ( 不安心

理）､ＰＦ （情緒テスト）等の結果にも顕著

な変化は 認め られず、100m 梅中 実験の環

境は、心 理学的変 化を 伴う程の 苛胎な環境

とはいえ ないと判断される。一 方、 高圧環

境下にお ける食lg と栄餐、 および味覚態度

に関 する研究として、 給食による摂取カロ

リーの算出と酸味、塩味、 苦味、旨味等の

入ったキャンディを与え、常圧 下と 高圧ヘ

リウム環塊下でのiE 答率を比較した。その
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能、海中ステーションの海底設蝕、水中工

具に関 する研究を実施した。水中 動力源装

置は計画適り 正常に作動し今後は電 気系 統

の配線の 接続部の 浸水対策を妾すること が

わかった。 また、 水深100m の海底に簡単

な構造の ドライ環境を もった作業川ステー

ションを 設置し、同覡作業 に対する知見を

得た。水中工具には心動式 ドリル兼グライ

ンダーと インパクトレｙチを裂作し、操 作

実験を行 った結果、さ らに使い易 いものに

改良する必要 があ ることが判明した。

「ｅ」 海中視程および色彩に関 する研究として

100m 梅中実験時、海底に設置した グレ ー

スケ ールおよび色彩のターゲットの目視観

察、写真撮影と光透過率を計測した。 グレ

ースケール（８段階）と色彩（８色）の夕

－ケットを5 7yt.3a 、1- TO離れた所から

目視観察した結果、両方とも識別可能であ

ったが。紺と黒、赤と暗い茶色の判別が困

難であった。また、実験 海域の海象・気象

計測を実施し、風向、風速、気温、気圧。

浮浪、 透明度、および塩分に関 するデータ

を収築することができた。深度100a の水

温は15.3 ～21.5'° Ｃの変 化があり 、流れは

最大0,6771心。あることが判明 した。

困 潜水呼吸 器ならびSこ潜水要具に関 する研

究として、 アクアダインのハードハットと

ダイベ ックスの リサーキュレータの流量、

C02 吸収能力試験、閉鎖式 潜水呼吸 器（G

E Nbde11500 ）の酸素センター、電 磁弁

稀釈ガス添加弁の性能試験と呼吸 システム

の作動調査を用い、使用方法および安全対

策について資料を得た。また、加温服の実

用試験を100 ｓ シミュレーション実験中の

ウェットチｘ ンバーで実施し、 その結果に

基づき100m 海中 実験時実用した結果。ダ

イバーの体熱損失に加温服か有効であるこ

とを実証した。今後、 漏電、電 気火 災に対

する安全対策、電 熱コードによる拘束感を

減少させる事が望 ましい。

lg） ＤＤＣのＣＯ２吸 収 筒性能 テストの結果、

バラライム交換後、約１時間は、吸収能力

大であるが、以 後はＤＤＣ の 容 積に比べて
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小さいため。バ ラライムが完全に反応しな

い|印こＤＤＣ 内ＣＯ２濃度が許容値に達っし

てしまうこと、 ＤＤＣ 内騒音､汁瀏の結 果、

現在の消音器で高音域の吸 音は十分である

が、 低音域の吸音が十分でないため、さら

に大型の 消音器が必要であること.ＰＴＣの

保温、加温テストでは、加温装XI により 外

水温との 差を2,8 °Ｃ上昇させることができ

断熱材の 貼付けによりさらに約1.8 °Ｃ上昇

させるこ とができたこと等が確認された。

lh｝ 海中実験Ｒ:おける支援体制システ ムとし

て、 支緩プイの四点係留法、実験材料の 海

底沈設、鰛収法等を検討計画し、100 ｓ 梅

中実験時、実 施した。 その 結果、支援ブイ

の係留は最大 風速40 ノット／秒でも確実に

位■を保持で きたこと、実験饑器の 水深1

00a で の淘 底沈設、 揚収法は計画通り 安

全確実にできたこと。 また、これらの吊索

切り 離し|こは、心気式 自動切離し裝・ を用

いたが、 安全確実に作動したこと等により

これらの 支援体制システムは今後、同種海

上作業 への利用が期待できる。

支援ブイの中にあ る加濃圧 タンク

（7） 総合計画

海中作業基地システムについて、飽和潜水法

潜水作業、教育訓練､ 潜水装置、潜水機器およ

び用具、支援作業ならびにシステム全体等の利

轡得失を検討評価した。飽和潜水技術は潜水装

置、個人装備品等の性能、およびその信頼性が

確保されれば深海潜水作業を行うために有効な

潜水技術であることが確認されたが、潜水装置



については、安全性に加えて経済性に 富んだ装

置が必要とされ、このための 改良研究を実施す

ることが望 まれるほか、 潜水呼吸 器、 潜水服。

(含加温服)､ 通信装置、 ならびに水中作業 用機

器等について安全で、信頼性に富 み、 操作性に

すぐれた機器装置の開 発および改良研 究が必要

であ る。

また、 飽和潜水の減圧法につ いて は、 今まで

シートピア実験で は減圧症の発症を みなかった

ものの、短時間潜水と同様に未解決の問 題が多

く、 より 有効でかつ経 済的 な減圧法の開 発が望

まれる。

第１回 潜水シンポジウムに参加したセンター展示コーナー

－40･



第４章　研修業務

１。概　　況

２．募集および選考

３．研修訓練

４．研修実施の概要



1. 概　　 要

昭和54)年度研修乗務は、シートピア100m 海

中実験が年度初顛から実施され研修鄙職員のシー

トピア実験への参加により、アクアノート練成訓

練、歙難釧練、100  m シミ、レーシ・ン実験およ

び100 m 海中実験を・ じて潜水技術の自己研さん

を雹ね、併せて研修コースの準備業務を推遭し、

昭和51 年３月10 日から第3 回混合ガス潜水技術

研修コースを12 週間実施した。

2｡ 募集および選考

昭和50 年度混合ガス潜水技術研修実施（SO 年

３月10 日～５月29 日）に当たり、募集活動およ

び選考業務を次により行った。

川　募集活動

研修員の募集闘始に際し、政府関係機関、海洋

関連企業等75 ヵ所を対象に潜水技術の研修に 詞

するアンケート圃査を実施した．

また、募集案内書を政府関係槻関、諸団体、大

学．淘洋間違企業等172 ヵ所に送付するとともに.

50 年２月９日募集を締め切り14 名の応男者を得

た．

（2） 研修員の選考

50 年２月13 日書類審喪結果に基づ●、海洋科

学技術センターおよび湘南病院（横須賀市腐取町

1 －12 ）において身体検査（身長、体重、脚囲、

観力、血圧、聴力、心電図、血液、検尿、胸郎レ

ントゲン）ならびに酸素耐性検査を実施し、50

年３月２日研修員の最終選考を行ない、応募者14

名のうち12 名を合格とした．合格者の氏名、所属

は次のとおりである．

氏　 名　　　 珊　 輿

細　沼　輝也　アジア海洋作粛（株）

猪　原 遣趨　岡山海事 ㈱

井 上 忠春 椈 熊谷岨

和 知　 柵 日本梅洋産業 ㈱

内　海　裕辛　　　・

佐　用　吉聿 アジア海芹作業（棟）

竹　杉　清治　　　 〃

黹　Ⅲ　叶博 四国海!μ ㈱

村　田　一郎 峡溢田海洋プロダクシ．ｙ

佐々木　正男　アジア海洋作業 掬

竹 根　岩美　深田サルベージ 哺

中　村　 臚 梅洋科学技術センター

3. 研 修 訓 練

第３回砂合ガス麓水技術コースの研修内容は次

のとおりである。

（1） 研修畤数

イ　緯畤数

口　 講 義

／丶 実　 習

（2） 研修科目

イ　講　義

1ｲ｝ 潜水学概論

1口） 梅洋学概論

川 潜水物瓏字

μ）潜水工学

剛 潜水医学

ａ　潜水生圃

ｂ　注fF概論

ｃ　 放食再圧

Ｍ 潜水曾踝諭

（卜） 鵬水技術論

ａ　潜水作業厩論

ｂ　混合ガス潜水法

ｃ　 減圧法

帥 潜水機器学

ａ　潜水機器総論

ｂ　自給気潜水器

ｃ　他給気潜水器

ｄ　 深海潜水囂

口　 実　 習

1ｲ） 洛水法第１課程

1口） 潜水法弟２課程

り1 潜水法第３課程

13》 潜水 教材および旆 臉

イ　 潜水教材

－43 －

404時間

152 〃

252 *

５畤間

い

9

4

36

14

7

15

4

45

9

21

15

42

5

12

15

10

262

112

10S

35

●

Ｓ

Ｓ

Ｓ

ｆ

Ｓ

”

Ｓ

か

Ｓ

●

Ｓ

”

Ｓ
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Ｓ
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混合 ガス川の自給気榊水 器およびヘルメ ット

潜水器を 主体とし。性能の比較を習得さ せろた

め、他９潜水器を体験的に使川した。

倒 開放式自給気潜水器

l可 半閉式自給気治水器

ﾚ ）ヽ 閉鎖式自給気潜水器

圖 開 放式ヘルメット潜水器

囮 半閉式ヘルメット潜水器

凶 開放式マスク潜水器

（卜） Ｓ．Ｄ，Ｃ

口　 施 設

圈　 オープ ンタンク

他哈気潜水技法の基本訓練を中心に 使川

㈹ 潜水訓練プ ール

自給 気潜水技法の 基本訓練を中心に 使川

｛/ヽ｝ 潜水シミａレータ

深洫潜水技法の基木および慣熟訓練 に使川

μ-） 実岬船

海洋実習に使用

圉　 部外溝師

講師として外部から次の各氏をお願いした。

講 師　名　　 所　 屑　　　　 担　 当

杉 沢　陳久　 芙蓉海洋脳 迦匈 （涓 水学概論）

竃原　 幹夫　jll･Fr防 災1匍　　 （潜水機器学）

国 分　り 候　IE 并海洋開 発　 （潜水機器学）

逸兄　 降占　ll 本海 洋産業㈱　 滲水技術論
（
潜水畛ｓ 学

）

加藤 達郎　II 本サルベ ージ紬（潜水技術,滾）

竹ド　　 徼　 二非洵洋間 炮附 （潜水技術,論）

矢鵬　 信一　 啝海区水哩研究所（海洋学概論）

長坂　　 逃　 本四架橋公団　 （潜水技術論）

金川　 英彦　 川崎･RI［ 業1匍　 （漸水機器乍）

河野　IE賢　11 本赤十字ij:医療センター

（潜 水医学）

高嶢　有_こ　　　　xx

河野 敬 鬯 日本人学　　　 （潜水医学）

玉谷　･,11史　 東海人学　　　 （潜水医学）

flj‘Elj　秀穗　　xy

4･|･



4｡ 研修実施の 概要

第３回混合ガス潜水技術==･－スの研 修訓練は、

次の スケ ジュールで実施した。

自給気潜水および他給気の基本について実習

啗｝ 第６週（４月12 口～ 口 口）

潜水シミュレータにおいて。自給気潜水および

他給気潜水の探海潜水法の基木について実習

小　第１聊【３月10 H ～】3日）

混今ガス潜水技術の基礎理論を中心に講義を実

施

f2） 第(3 月15 日～19 口）

ぷ合ガス潜水機材の術造取扱を中心に講義を実

施

Ｇ〕 第３週（３月22 H ～27 日）

オーフ’ンタンクにおいて、他給気潜水 器の 取扱

装着法および水中動作の 棊本につ いて実習

剛　 第４週（ ３月2 叫:j～4 月３日）

潜水訓練プ ールにおいて、自給気潜水 器の取扱

装着法および水中動作の棊本について実 習

（5） 第５週（ ４月５卜l～10 日）

海洋科学技術センタ ー前海域で、海洋における

（7） 第７週（４月19 日～24 日）

潜水シミ･｡レータにおいて、深度40m のヘリ

ウム酸素紗水を実習

（8） 第８週（４月26H ～5 月１日）

潜水シミーレータにおいて。深度60m ヘリウ

ム鯵素潜水を実習

（9） 第９週（５月10 囗～15 11 ）

潜水シミ、レータにおいて、深度80m ヘリウ

ム酵素巌水を実習

（凉 第10 週（５月17 H ～22 日）

深海潜水装置の取 扱法について実習

111 第11 週（５月24 （ﾖ～29 日）

東京湾においてＳＤＣ 潜水法について実習I

45･



第５章 情報管理業務

１。概　　況

２．技術文献情報の収集・整備

３．情報サービス

４．受託調査業務



1 ， 概　　 況

年間 数百万件|こも達するといわれる斬しい科学

技 術情 報を迅速。的 確に漉通さ せるため、情報検

案の効率化、 情報案内サービス等を中心とする科

学 技術情報流通体制の整備が科字技術振興政策の

一 環として各国 で進められている。わが国 でも科

学 技術庁により、NIST 構想と略称さ れる科学技

術情報の全国的流通 システムの整備が進められて

い ることは周知のとおり である。

海洋科学技術の情報について、NIST 構想では

国 または公共的機関 が専門的 な愉報活動榎関を 育

成して情報流通を主郡すべきであ るとし。当セ ン

タ ーの情報活動機能の整備に大きな期 待がよせ ら

れている。

情報活助の基本となる新情報の積極的な収拠お

よび提供は、年度の推移にかかわりなく一 貫して

い るが、収集は内外における文献愉報の生産にと

もなって 、いわば外的 要因で促進さ れる面がある、

一方、情報の積極的な渣 通は情報胝門の自 発的な

活動が重 要である。 そのため、本年度は情報管理

室の共同研修棟 への移転を契機として、情 報提供

サービスの強化をはかった。 なお、別項に記載の

ように、セ ンター第１次５ヵ年の 施設整備計ｉ で

予定されていた情報楝の建股が進んでおり、51 年

度か ら情 報活助の拠点 とな る。

3｡ 情報サービ ス

情報サービス強化の 具体的 な内容は次のとおり

である。

11） サービス頻度の増加

的年度まで隔週に行っていた新着図書資料案内

および海洋開発関連新聞記事索引の作成、配布同

数を倍増して毎週にあらため、速報性を高めた。

（2） 技術情 懐集の作成

新葡雑誌目次の選択配布、新着図書資料案内な

ど一次資料に関 する情報サービスに加えて、抄録

・索引誌など二次資料を素材とする２種頬の加工

情 報を作成し、技術愉報集として社内に配布した。

そのｌ つは潜水関 係文献抄録集、他の １つは海洋

闘 発閧 遠の米国 政府技術レポート題目集である。

本年度 は紋験的に実麓したもので、電 算機|こよる

選択抄録の 配布と櫨完しつつ、体制の駄● に応じ

て素材情報源および主麟植 驥を拡充し、定富的 な

サービスＲ:移行す ることを目棚としてい る。

s3） 海外動向情報サービスの拡充

セ ンター広 報誌の海外愉 報欄を通じて、海外の

海洋開 発動向の紹 介が前年度Ｒ:定常 化したので、

本年皮から従 来の １ペ ージを２ペ ージＫ 拡充 した

なお 、広 報黼ｒ なつしま’の編 集発行は本年度後

半より情 報管理室 が担当 することとなった。2. 技 術 文 献情 報の 収 集・ 盤 備

本年度末における所蔵図書 資料購入分は、単行

書1389 冊（斬規増195 ） 、逐 次刊行物152 秡、

技術レ ポート210 種（新規増llO ） 、復写文献3

56 種（ 新規 増 帥 ）のほか文献抄録 カード2500

件、カタログ350 種などである。 なお、 上記の数

字以外Sこ寄贈受 け入れ分があり、それを含めた概

数 は単行書1 β00 、 逐次刊行物200 、 技術レポ ー

ト270 種であ る。電算機による外国 文献 抄録の選

択配布システムの利用は、来年度 からカテゴリ ー

の 棚分 化およびデータベ ースの拡彊を行うことと

して、年度末期にテストを開 始した。 なお、米国

の 海洋 音響技術に関 する調査団が入手した最新の

技術情 報は、おって 所蔵 資料に加えられる。

（4） クリアリングの拡大

技術情報の所在案内、人手協力など社内の研究

関発に対する脇力は従来から積極的に行って成果

を収めているが。センターへの来訪者あるいは広

報誌を通じて情報活動が社外へも知られはじめた

結果、外郎からの照会が増加しつつある。

｛5｝ 所蔵 技術情報資料一覧の充 実

本年度の所蔵資料一覧作成を 後会Sこ、科学 技術

庁の 特別研究促進調整費Sこよる海洋関連の調査研

究成果報告書、および日本舶用機器開発協会の海

洋開 発にかかわる調査研究報告書を‘ 国 内調査研

究報き忤’として目次に一項目を般けた。 非賢性

－49 －



の貴重な技術情報の存在を明 らかにし、 流通効果

を高めるため今後は上記以 外の 機関、団 体による

成果資料をも紹介する方針であ る。

4. 受 託 調 査

昭 和47 年度以 来｡科学技術庁振興局から毎年度

に受託している海洋科学技術の総合レビ ュー調査

の第４年度を実施した。

このレビューは、海洋開 発に関する最新の 技術

文献を総覧して、行政、経宮、 研究管理など に役

立たせうる技術解設資料を作成し、 非専門家 への

技術情報流通に資することを目的としており、調

査成果は政府刊行物’゙海洋開発の現状と展望’ シ

リ ーズとして市販されるものであ る。

網羅的 解説（47 年度）、 沿岸海洋開発と開発管

現技術（48 年度）および海洋石油・深海底鉱物の

調査開 発技術（49 年度）に続いて 、本年度は海

洋エレクトロニクス技術および海洋エネルギー利

用技術をテーマとした。

エレクトロニクスは海洋の調査、利用にも広範

囲に用い られる基本的な問題であり、 海洋エネル

ギーの利用は最近あらためて内外の関 心を呼んで

いる。

レビュー調査には、編集委艮および執筆者とし

て20 名の 専門 家の協力 を得て成 果原稿をとり ま

とめた。関係者および内容目次は下記のとおりで

ある。

編 集 委 貝 （･ 印 ） お よ び 執 筆 者 （50 音 順 ）

-一一

－50･

エネルギー部エネルギー･変換研

究室主任研究官

佐藤　 卓蔵　 工莱技術院電子技術総合研究所

電 波電子部レー ザ研究室主任研

究官

・桜井健二郎　 工業技術院電子技術総合研究所

電 波電 子部長

湾水　 秀明　 工業 技術院電 子技術総合研究所

電波電子部オプトエレクトロニ

クス研究室

杉江　 昇　 工業技術院電子技術総合研究所

パターン情報部バイオニクス研

究室長

杉森 康宏　防災科学技術センター沿岸防災

研究室長

高田　 誠二　 工業技術院計量研究所第二部長

・淵　 ‐ 博　 工業技術院電子技術総合研究所

バ ターン情報郎推論機構研究室艮

・淵　 秀隆　 東海大学海洋学部教授

・本間　 琢也　 工業技術院電子技術総合研究所

エネルギー部エネルギー変換研究

室畏

・問庭　 愛信　 水産庁海洋漁業 部漁船研究室長

宮崎　 武晃　 海洋科学技術センター海 洋開 発技

術 部

門馬　 大和　 海洋科学技術センター海洋開 発技

術 部

矢田　 光治　 工業技術院電子 技術総合研究所

電子計算機センター長

渡辺賁太郎　 東海大学海洋学部教授

内容目次

Ｉ。総　 論

1. 序　 説　　　　　　　　 …… 桜井健二郎

2. 海洋エレクトロニクス技術の勁向と展望

……桜井健二郎

3. 海洋エネルギー利用技術の動向と展望

……本間　 琢也

II。各･ 論

1. 梅洋エレクトロニ クス技術

l. 】｡ 最近の技術開発

飯 高　 弘　 工業1支術院電子技術総合研究所

エネルギー部エネルギー変換研

究室

市原　 忠菱　 東海大学海洋学 部教授

大塚　 清　 海洋叫学技術センター海洋開 発

技術部

小澤　 丈夫　 工業技術院電 子技術総合研究所

材料鄭電子化学研究室長

・柏木　 寛　 工業技術院電子技術総合研究所

電波電子部レーザ研究室長

侃111　武信 工業 技術院電 子技術絶 合研究所



1.1.1. 計　 測　　　　 ……lf,s日1　誠二

1.1.2. 情報の集収・処理……a･l　　秀隆

1』.3. 湎　 信　　　　 ……･扛|木　 寛

門馬　 大和

1.1.ｔ　 情報竹理　　　 ……矢Hll　光治

1.1. 5. 電子材料　　　 ……斉藤　 省吾

1.1.6. 勣　 力　　　　 ……yJ哂

1.】.7. パターン認識　　 ……杉江　　 昇

1.2. 応川面の発展

1.2.1. 漁業における水中 音響の16 月j

……llj庭　 愛信

1.2.2. パ･1 オテレメトリーとjｑ オニク

ス　　　　　　 ……11jlj;1　忠 義

清水　 秀明

1.2.3. 海洋牧場　　　 ……狸|木　 寛

1.2.4. 海洋ロボット　　 ……飯高　　 弘

51

人塚　 砧

1.2  5 人ｒ 衛屋　　　　･････ 淵　 秀隆

杉森　 康宏

1.2.6. 海洋リモートセ ンシング

……渡辺111太郎

1.2.7. レーザレーグの海洋への応川

……拍木　 寛

佐藤　1;i,蔵

2. 海洋エネルギー利用技術

2.1｡　海洋エネルギー資源　…･･ 本閥　 啄也

2.2. 海洋エネルギーの利用

2｡ 2. 1.潮汐 允電　　　 ……4に|:;j　琢也

2. 2.2.　波力発電　　　･･････ 宮 崎　 武兄

2.2. 3. 温度差 発電　　 ……爿illl　琢也

梶川　 武信

2. 2. 4.その他の方式　　 ……本間　 琢也



第６章　顧問会議および各種委員会

１。顧問会議

２．評議員会

３．各種委貝会



1. 顧 問 会 』

而洋!1乍 技1!iセンター 戌1下｢ センター｣ とい

ｙJ: こは。 セ ノク　い 運?:りこ!胃する･fiｔ･μ 拓Iこつ

い て 会長,Iこ.Q11を只巾 するために定款の現定によ

り 顧悶会議か置かj･いL'い る。

顧問は 会長か盃嘱1. ，任期は２年で ある。

剛 佃50 年･liｔ;l･191の噸問の構成お｡よび会ｊ の概

I秕は次の滷･IJてある

勧　 門　　　　 り‘ イ ウェ オ||旧。敬 称略;･

河野 文彦　 三ｉ φ'|'業'株式会?t 相戉役

Ⅲ川迎三　 凵t､ 機械 Γ｡哭連 合公食長

囗,1';J孝次　 日Ir誦丿詐Ｈ 乍振興財団PI‘･jih

本|::|嘉ｉ　 大成健設株式会社相凌i殳

il〕 岬彌]50 年la 噸川会,ｉ

町脯】50 鄒'旻○問 茹,汲は昭 和5 口F ･2 川(11凵２

眄 からペンスホテル:?階Ｍの悶 て,口J111ｔ｀l、 日鳥

孝次 および本間 嘉‘191 噸1111が出睨 し開 俳され，セ

ン ターの運営に-Jいてセンターの役口 剔ａ 妃の交

換をir-, た。

2. 評 議 員 会

加洋11学枝郤|センターには，セ ンターの運7=‘に

関 寸るφ･嬖小項を審,jEする機関として･･jンター法

お,J.ぴ定款の規定:こ,1･り 汁議員 会が武かれている。

討議口は，向汀の開 化について掣II!的な旬ji を

f冖 る荅のうちかこ，阡7: 技術庁長竹のｊ.口Jを受

け て。会長か任命･r る。,冴ｊｎ の 仔即|は2 11Rで，

袙欠の,淨議員の 仔川日前任占'の残仟丿叫:|てあそ。

昭1115r)‘μ業年度の,j･i･議口の 構成および審議の

概 刄･は次のとおり てあろ，

亠t議員　( 呱不|･i) 敬称略)

芥111　岬 孝:(ll 本船舶振唄|会lll!･j1雌)

1卩I｣ 昂 一( 廊洋間允審議会間 允圃淞･艮)

Ｇ･,i. 嘉寛　 冂丿夲鋏鋼連盟 会IJ

岩ド　 光りj{ 東商 大学廊汗学部ｋ}

/凵　 北　 博IF　4! 京氏科歯科人学教1々

注 ２　 占 門　 繁 一　ll 夲 造 船 Ｅ業会 会臨

作 々 木 忠 義　1 扣 ｙ 水産 大 学 艮

杉 本　jl 翊1　 ば､ 削･11体 遠 心 会 洵 汀 間 発 袍裏

会 部 三 長

r･賀　 鉄 皀　 紂1 剤･11体 連 合 全 常 務 即･ji

高 橋　IF 作　jlll化 学 研 究 所FI!･li

ヽjr本　 悛61　･ 扣;･｡人 学 海 洋 研 究 凶･細 授

11.3　 藤 日1　　 厳　J､ll ル･水 産 公 余 長

な11　 卜　4 パ リ ご冫:乙 ｎ わり

月:･I　li;jIHI 又 兵aJ　1 川､ 迎 設 業団 体 辿｡合 会余 長

?l=ら　 山 ド　　･.ll　ll 木 舶 川 機 器 間 宛協 余 叩･μ 長

占 山　 博､‘j･　 凵 本 心 腰 工 業 会 心 ｋ

幸家　 勝 二　|| 木 海 洋 開 発 庠ｔ'|･μ ごPI'･μ 長

注 １　 本 韵911g てll!職 か 東 京lり 陥11 人 乍 名

誉 教 授 に 変 む こな っ た 、

汁 ２　 本 年 度 巾 に 汲 仟　 山 下　ﾘ3 か 就 任 し た。

/|ヅ3　　　　　yy　　　　　　　　　　　　　亀 雌 友ｉ　･･

･･l）1　　　･･　　 泥 叉健14　yy

､l: 5 yy　　　　　　　　　　　　　　　浜 川　 舁　･ 、

{ll　 第 ２回 評 議 艮 会

魂 ２川､ 沖護ij 一会 は ６ 月2611 午 後2 11 りJ ヽら 葵会

1111 4 階 丿 莱の 問 で 。 卜'記 関 係 者11 渭､ び〕も り て1郢 崔

さ わ た。

､;t｡i 凵

副11 、 片 ド、 北 、 杉 本.f･ 賀 、 亀 長( 代J 、【 委

阡 状1:j 出 の あ っ た評 議n　l 外11. 咄|| 、 高 橋 、

ｕI:¶、４. 美 、 駈11口

科 学 牋 部】庁

111111海 洋 開 発課 長 、高lll 前 海 洋 開 発｡到 ４

亠 川卜 乍 技 術 セ ン 々一一

駒 井 余 艮 。 石 介 門1･j･ｋ 、 木 下 呷･ 凱 染 谷P111阮

松E 川11!･li、 岡 村 狎･lg 、 船 橋 理･ μ 、崘 Ⅲ 昿'jj 、 黒

Ⅲ 部 長 外 ３ 名

杉 本 評 廠 口 会 議ｋ の 間 会 挨 拶 、 駒J I 会 長 の 挨 拶 、

､‘､';j111111j･商 洋 開 兇ｊ! 長 と りll藤 海 洋 悶 允ｊ･ 長 の 粫li]海

１ 間 允課 長 挨 拶 お よ び 昭111 s() 年 第 囗･1】､j･ｊ ほ 会

議･11 録 のr 承 の 後 、 次 の､ｊ 案 の 審､ぷ･ 二人-､ た 。



イ。町㈲51ﾘ は 年度ｆ算艇算要求方針( 案)に

ついて

染谷即･μより説明があり、番議において本 手

卵要求方針と関辿のあ る昭和51 年暖 以 降の友

叨的 な'μ業計画を策定する嘆綱について審議す

るため、近く 心暖､元汲輿会を開くこととされた。

口。 定｡狄の 一部変 史について

木ド踝･μより説明があり｡ 審,瀛の結叭了承さ

れた。

銑 いて 石介理'μ長よりセ ンターの雌近の活動

状況:こついて 報作があった 後，次の,ぶ案の審綾

を行った。

八。IIM11羽･μ業年度財 弥ｘ ぶについて

木ド理･μより説|り]があり。審議の鈷果ｒ承さ

れた。

二｡ 昭f1150 ･li業年度シート ピア-i f |RJ 100 m 海

巾実験以 本計I*j:こついて

訟ll]P11'μより､ilﾘIがあり、審議の鈷 果r 承さ

れた。

｛2｝ 第３回評議員会

第３刈詮議ｕ 会は8J ］】凵l 午 後 口.り` rから 葵

全館蓬 萸の1:11で、 ﾄﾞ記関 係占’出席の もと:こ開 催さ

れたc

誣Xij

l l'利、北、杉本、4 一本．本問、|Jjド( 代)､T 小j

( 代)．麓.笑( 代)、占山( 代)．(委任状の提出

のあった評轟員　 捐11 、亀長、李家)

洳洋汁7:技14,iセンター

駒井会長、石介即･li長、木下即'阮 松Ⅲ理‘μ、

岡村理･lf、船橋㈹･糺 崎Ⅲ監･li、照川部長外３

名

髟夲謡 議員 会,涵長の開 会の挨拶，駒井全長の挨

拶のあと，昭f11 50 年第2 11･|評議 八 全,渦’μ録を「

承し。次 の,ｊ 案の審ｊ:こ入った。

‥E6･

イ、IWft］51～55 年度を卜 途とした湎洋 科学技術

センター長湖計肉策定 曹咽（案 ）と昭!|151

1μ業年度 予算との関辿について

‘μ務J｡iの剛冫 のあと石介理’μ長から補足説明

がir われた。 駈期事業計画策定要綱（案）を検

討し、次の､渚点が指仙された。

これ まで1こ審冫 さ れた長期’μ業計1･biと比較す

ると、資金の総額など企体として 科学技郤i斤の

考えに近くなっているが。民川に も引き続き協

力を期待すること、民間募金については従 来の

経団 連方式による一般的 協力はむづかしい情勢

:こあ るので、研究プロ ジ ェクト別に 当‘μ者負担

の考え方で民間資金を導入 すること、を検討す

る必要があること。 たた’し センターの 一般運゛yi･

に資すろための資金にっいては、 賛助 会ijを設

けて導人をはかりたいが、その細部については

今後 険討を進める必 要がある。

賛助会員としては、 企業団体 ら個別の企業 も

業 界の実情に応じて公以の対象として 考え るこ

とっ

センタ ーは事業の実績を積み･R ね、Ｍ礎研究

と実川研究のパイプ 役としての役割を米すほか、

他竹斤からの･μ業の受託 や、民問業界との･μ菜

［i で連絡を篤にすること;こついて積極的ｚ 活動

することが必要であること。

策定要網（案）の６ ページ３行囗F 国民 的な

ニ ーズ」は、「1111民経済的 視野からの11 体的 二

－ ズ」と修Jjとするのが適当であること。

これらの.Ｑ見かの ぺられたのち

|ｲ〕 海津科学技術セ ンタ ーの昭和51 年度予算

要求の紅丿成にｙlたっては、昭和51 ～55 年度

を目途とした第２次５ヵ年計画の策定され

ることが望 ましいが、 財政鰹済･μ悁の動向

を 見通しかたい現状ではその策定を後11 に

Ｊ ろ方が賢明であり、とりあえずこの策定

要綱にもとずくことは止むをiμないっ

!口） 策定要綱に定めた･μΓjの一部については、

51 年度予算編成の迴程において修正を要す

ること もあろうが、Ｆ算の稲成に際しては

次の ’li頓に留意すること。



7C　民1;卵11においては第 】次５ヵ年計両の

実 施に１たり推進してきた経済界を挙げ

ての資金授助の方式でなく、海洋|;11兇li二

関連のある業界ないしは企業が自ら要り

する研究開 允プロジ｡1 クトに対する資金

の提供を通じて協力すること、なお民|冂

資金に よって、これまでに整備された施

設 の維持補修、その他センタ ーの運営 上、

特 に必 要な経費については、 上記とは別

途 に民間の 協力を仰ぐこと。

含　閥として推進 すべき ものと､認め られる

プ ロジェクトな らびに人件費をはじめ セ

ンターの経営的な必 要経 費は、国の支出

を 川則とすること、等の点について関係

方面:こおいて充分配慮さ れること が必 要

てあること。なお、本策定要綱;こＭづ き、

センターは第２次長則･11葵計 両の､ぴ･細な

内 容を策定するため に今後も努力 するこL

と。

（3） 第４回評 議員会

第4JIII評議員会は、】|月28 凵午後｜時ｔ から只

京農林年金会館６階 梅の|:;|で。ド記関 係者出席6）

ちとに闘 催された。

評議員

芥川、 廿利、佐々木、杉本、千賀、高橋、 李冢、

陷長（代X 『委任状提出のあった評議員　 稲LL』、

北、 寺本、 本閣、浜旧、 吉山）

科学 技術庁

小 介海洋開 発課技官

海洋 科学 技術センター

駒井会長、 石倉理li 長、 木 ﾄﾞ理小、染 谷刋･糺

松田輿小、 志岐 理'li、船橋理･li、崎田 監事、糂

監事、黒旧部長外２名

杉本評議員会丿 長の開会挨拶、駒井会長の 挨拶

のあと、昭和50 年第３川評議1:i会議事録をr 承･。

た。 続いて石倉覡事長より センターの最近の 活仙

状況について報告があり、次の 議案の審議に人･つ

た。

－57･

( 敬 称 略)

委li 長　 志 岐　 武 司　 海 洋 科学 技 術 セ ン タ ー

剛 委lli 長　 岡 村　 健 二　　　　Xy

委　 員　　 石 井　 文細　 鹿 島 建 設 伽

Xy　　　　　　　　　　渡 辺　　 墮　 東 京 芝 汕‘ぷ 気 映

･･　　 小山　 孝 哉　 沖 憲 気 Ｅ業 ㈱

yy　　　　　　　　　　　富 家　 友 直　 東 亜 鰹 設 工 業 ㈱

yy　　　　　　　　　　　林　　 聡　 運 輸 省 港 湾 技 術 研 究 所

･･　　 宮 山 豕 八 郎　|.1 本 国 際 教 青 協 会

今年度は委員会を３[叫開催し、高圧実験水槽楝

および情報柚の建段について審議が行われた。 な

お。 委員公はその任務を終了したので｡ 今年度を

もって解 散した。

各川の審議の概 要は次のとおりである。

イ。第１回委員会

①　日　時　昭和50年５月７日

②　場　所　センター東京辿絡所

③　議　題　高圧災験水楠楝 基本設計について

④　破‘μ概要

実験装置から発生する騷占･の防止策につい

て、外部専門家に検討を依頼し、その意見を

収り入れて詳細設計に入ることが了承された。

イ。昭f1151事業年度ｆ算概算要求について

染谷即小より説明 があり ，審議の 紡果r 承され

た。

口，昭tj]50事業年度民間 募金状況について

木 ﾄﾞ理･μより,jlQ明かあり，審議の結果了承され

た。

/丶，　　シートピア,汁両l()om 海中実験火施の結梁の

概 要について

松旧呷'μより説明があった。

3. 各種委 員 会 の 活 動

(1) 施設建設準備 委員 会

｢会長の諮問に応じて建設および機械設備等セ

ンターに必 要な諸施設の建設について計両Q¶案し，

会 長に答申 する｣ ことを任務とするもので。委輿

会は各界から特に海洋科学技術の開 発に避詣の深

い ﾄﾞ記８名の委員を もって橋成さ れている。



口。 第２回委員 会

（1） 日　 時　 昭和51年１月９日

② 場　 所　 センタ ー東京連絡所

③ 議 題　 情報棟の設計図書の検討につい

て

④ 議事概要

設計図書について審議が行われ、書庫内の

除 湿、空調用パッケージの容量、 照明等につ

いて意見の交換が行われた結果、同設計図書

が了承された。

八。 第３回委員会

（i） 日　 時　 昭和51 年３月４日

（1） 場　 所　 セｙタ ー追浜本郎

③　 議　 題　 施設建設状況の視察

現在までに建設された諸施設について視察

さ れた。なお、本委員会今回をもってその任

務を終えて解散した。

（2） シートピア計画安全性審査委員会

科学技術庁の委託によ る「海中作業基地によ る

海中実験研究」（シート ピア計画）を安全 かつ円

滑に実 施するために、当センター内に シートピア

計 画安全性審査 委員会が置かれている。

シートピア計画安全性委員会では、 シートピア

計画の 実施に関 し、実施計画、実 施体制、作業 要

領、安 全お よび事故対策、ア クアノートの 訓練、

機 器の 整備および研究要目について審 査するもの

で、本委員会の 構成および審 査事項は次のとおり

である。

委　員　　 （アイウエオ順、敬称略）

北　博正　東京医科歯科大学医学齢教授

井上威恭 横浜国立大学工学部教授

岩下光男　東海大学海洋学部長

大島正光　東京大学医学部教授

北川徹三　横浜岡立大学工学部教授

笹本　浩　東海大学附属病院院畏

庄司和民　東京商船大学教授

罕本文男　東京大学工学部教授

渡辺　茂　東京大学工学部教授
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主な審査内容

（1） 第10回委員会（昭和50年６月５日）

ａ　 シートピア計画100m 海φ実験実施海城

について

ｂ　昭和50年度シートピア計画100m シミａ

レーシヨン実験について

ｃ　昭和50年度シートピア計画安全基準緊急

処理要領について

② 第11回委員会（昭和50年10月９日）

ａ　 シートピア計画、合宿釧練について

ｂ　 シートピア計画100m 海中実験について

⑧　第12回委員会（昭和5ひ年12月16日）

シートピア計画100m 海中実験実施結果につ

いて

④ 第13回委員会（昭和51年３月19日）

ａ　 シートピア計画100m 侮中実験研究の成

果速報について

ｂ　 シートピア計画100m 海中実験実施時|こ

おける水中投光器の故障原因調査結果につ

いて

ｃ　 記録映画「100m 実験の記録」の上映

（3） 高圧実験水槽検討委員会

海洋科学技術センターに、高圧実験水槽の建造

を円滑かつ効率的に推進するために、高圧実験水

槽委員会が置かれている。

委員長および委員は、高圧実験水槽に関して高

度の学識経験ある者の中から理事長が指名し。ま

たは委嘱する。

委員会は、高圧実験水槽の建造に関し、その仕

様、見濮もり、設計その他重要事項について審議

する。

昭和5a事業年度の本委員会の構成は次のとおり

である。

委　員

渡辺 茂　東京大学工学部教授

伊藤達郎 運輸省船舶技術研究所

推進性能部長



稲垣道夫　科学枝術庁金属材料技術研究所

熔接研究部長

井上威恭 横浜国立大学工学鄰教授

上田研一 海上保安庁船舶技術部技術課長

川田裕郎 廼産省工業技術員

計量研究所第３部長

高須芳雄　日本光学工業株式会社

眼鏡技術郎艮
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中 里一 郎　 日本電気株式会社電波応川･μ業部

海洋開 発室艮

樸山信立　 東海大学沼津数餐部部長教授

渡 辺精一

なお、昭和50事業年度は高圧水槽および付帯設

倣等の趣造・施工の時朗に当たり、本委口会は開

催されなかった。



そ の 他

ｌ ．業務日誌

２．見学者一覧

３．広報誌一覧
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